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・大阪市までの全線開業後は、中央新幹線への転移が進むことを踏まえて、全線開業直

前と比較して 15％増を想定。 

（２）費用想定 

・中央新幹線については、工事・教育訓練があることから要員を今後徐々に採用してい

くほか、名古屋市附近までの開業直前２年間に訓練・試運転費用を計上し、開業後は、

維持運営費(※)、減価償却費の必要額（名古屋市附近までの開業直後で 3,300 億円程

度、全線開業直後で 6,100 億円程度）を計上。 

（※）固定資産税は、維持運営費に含み、整備新幹線と同様の特例を見込む。 

・東海道新幹線・在来線等については、中央新幹線の全線開業までの間、人件費は現行

程度の要員規模を前提に計上し、物件費は平成 22 年度業績予想までの５年平均並み

を基本とし、現在進めているコスト削減も考慮し必要額を計上。全線開業後は、中央

新幹線への転移が進むことを想定し、１割程度減少すると想定。 

 （３）設備投資 

・東海道新幹線・在来線等については、東京都～名古屋市附近間の開業までは、安全安

定輸送の確保に必要な維持更新投資と定期「のぞみ」のオールＮ700 系化などの競争

力強化に必要な投資及び山梨実験線への投資を織り込み年平均 1,900 億円程度とし、

同区間の開業後は、維持更新に必要な 1,500 億円程度を計上。 

・中央新幹線については、超電導リニアによる南アルプスルートの建設に必要な投資と

して、名古屋市附近までで 5.10 兆円を計上。大阪市までの建設については、第一局

面の開業後、経営体力を回復させて着手し 3.34 兆円を投資する想定。また、設備の

更新に必要な投資も見込む。駅については、１都府県１駅(※)とし、その建設費は、

東海道新幹線と接続する東京都、愛知県、大阪市の駅を除き、受益の大きい地域の負

担を前提。 

（※）駅については、時機をみて、第一局面の関係の都県との話を深度化させる。 

 （４）経常利益 

・経常利益は、建設期間中についても、また、名古屋市附近までの開業直後及び全線開

業直後の償却負担や利子負担が重い時期についても、健全経営と安定配当を維持する

ことができる水準を確保できる（負担の重い開業直後の経常利益の水準：名古屋市附

近までの開業直後で 630 億円程度、全線開業直後で 500 億円程度）。 

 （５）長期債務残高 

・長期債務残高は、工事の進捗に伴い増加し、名古屋市附近までの開業時及び全線開業

時の年度末には概ね５兆円の水準まで増加するが、その後は、減価償却費等を基に確

保するキャッシュフローにより着実に縮減でき、現在と同程度の水準に戻すことがで

きる。 

注２．工事のペースは、健全経営を確保しながら、収入動向など経営環境の変化に応じて柔

軟にコントロールすることとなるので、開業時期については、前倒し及び延伸が生じ

る性格のものです。 

 


